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＃●皆さん、こんにちは。社長の江頭でございます。 

本日はお忙しいところご参集いただき、有難うございます。 

●それでは、まず２００７年度中間決算および通期の予想から、ポ

イントをご説明させていただきます。 

●２００７年度中間決算の概要は、お手許の資料４ページから記載

しております。 

●まず、正味収入保険料につきましては、単体では前期比２億円と

僅かな増収にとどまりましたが、子会社で３３．５％の大幅な増収

となりました結果、連結ベースで３２５億円、４．３％の増収を達

成することができました。 

●単体の保険料につきましては、毎月報じられております営業ベー

ス保険料では、着実に増収を達成していますが、財務会計ベースで

は分割払い契約について前期減収の影響が当期に及んでいることな

どから、僅かな増収にとどまりました。他方、連結ベースの大幅増

収は、これまで進めてきました海外事業が着実に実を結んできてい

ることに加え、前期に子会社化した三井ダイレクト損害保険社の業

績が当期から反映されていることによるものです。 

●次に利益面につきましては、連結ベースの中間純利益は４２億円

の減益となりました。内訳は、単体では、企業品質向上に向けた各

種取り組みに、前期に比べ多くの経費を投入したことなどから減益

となりましたが、一方で子会社合計では、海外損害保険子会社が順

調に進展していることから、１０億円の増益を達成しております。 

●なお、損害保険子会社の地域ごとの業績につきましては、後ほど
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ご説明させていただきます。 

●それでは、お手元の資料に沿って、若干の補足をさせていただき

ます。 

●まず、単体決算のポイントをご説明いたします。 

●保険引受利益ですが、先ほど申し上げたとおり、企業品質向上に

向けてのコスト投入などにより、前期比５２億円の減益となりまし

た。 

●運用面では、ネットの一般利配は前期比４５億円増加しましたが、

有価証券売却損益などのキャピタル益が、損益ネットで５６億円の

減少となっております。なお、株式の売却については、リスク資産

圧縮の観点から進めているところではありますが、年間の計画では

下期の売却ウエイトを高くしたため、上期の売却益は少なめになっ

ております。 

●以上の結果、中間純利益は５７億円の減益となりました。 

●６ページの上段には、種目別の保険料と損害率を記載しています。 
正味収入保険料は、自動車保険や傷害保険の減収を、火災保険や海
上保険等でカバーし、２億円ながら増収を確保いたしました。 
●主力の自動車保険が伸びなやむ大変厳しい状況にはありますが、
今後も「ニューチャレンジ１０」における品質向上の取り組みなど
を通じて、着実な売上げ拡大を図ってまいります。 
●また、損害率については、大口事故に係る保険金支払が増加した
ことや、損害サービス体制の強化に伴い損害調査費が増加したこと
などから、正味損害率は上昇いたしました。 
●このうち、収支適性化を重要課題として取り組んでいる自動車保
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険につきましては、保険料が減収したため、正味損害率は上昇して
おりますが、支払保険金自体は減少に転じております。 
●さらに、アーンドインカード損害率では改善に転じておりますが、
この点は後ほど詳しくご説明いたします。 
●下段の表は事業費についてまとめたものです。 
●保険金の支払管理態勢の強化に向けたシステムの開発や、ご契約
内容の確認を行う費用など、企業品質の向上に向けて経費を積極投
入したため、社費合計で６９億円、事業費全体で５７億円の増加と
なっております。 

●９ページは、損害保険子会社の世界各地域別の概要です。 

●まず、損害保険子会社の保険料は前期に比べ３２２億円増収し、

１,２８７億円の規模となりました。これは連結正味保険料の１６％

を占める水準となっており、当社グループにおいて子会社群の成長

が著しいことがお分かりいただけると思います。 

●地域別に見ますと、「日本」と表示されている１２６億円は、当期

から新たに業績を連結することとなった、三井ダイレクト損害保険

社の保険料であります。同社は、毎年 2 桁の増収を果たしてきてお

り、この中間期も増収率１８.５％と順調に業容を拡大しております。 

●次にアジアは、１５.５％の増収となりました。マレーシアや台湾

を中心にすべての拠点で増収を確保し、当社グループのアジアにお

ける優位性は一層高まっております。 

●このほか、欧州や再保険子会社についても増収状況は順調であり

ます。 
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なお、米州は減収となっておりますが、これは損害率の高いローカ

ルビジネスを抑制的に対応していることによるものであります。 

●また、利益につきましては、収支が安定しているアジアや、アン

ダーライティングの強化により収支の改善に努めている米州のほか、

再保険で順調に推移しております。 

●１０ページは、生命保険子会社２社の状況ですが、保障性保険を

中心に販売する三井住友海上きらめき生命、変額年金保険を扱う三

井住友海上メットライフ生命とも、業績は順調に拡大しております。 

●次に今期の業績予想についてポイントをご説明いたします。 

１１ページをご覧ください。 

●まず、連結ベースの正味収入保険料についてご説明いたします。 

単体では、若干の減収を見込んでおりますものの、海外事業が順調

に拡大しておりますほか、三井ダイレクト社の連結対象化によりま

して、１兆５，５００億円と３．９％の増収を予想しております。 

●利益面では、積極的な経費の投入をおこなっていることもありま

して、単体利益では５０億円程度の減少、このほか、成長を見込ん

でおります三井住友海上メットライフ生命の手数料負担や、英国で

の洪水災害の影響もありますことから、連結利益では前期を８８億

円下回る５２０億円を予想しております。 
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●次に、単体の概要につきまして、ご説明いたします。１２ページ 
をご覧ください。 
●トップラインにつきましては、現在、ご契約内容の確認活動に注
力しているところであり、これが保険料の伸びを鈍化させている事
実はありますが、企業分野では順調に推移すると見ており、国内の
営業力を示す元受保険料では、年間ベースでも、０．５％程度の増
収を確保できると予想しております。 
●なお、正味保険料では、海外子会社との再保険取引のスキーム変
更による減収要素５０億円もあるため、１兆３，２００億円と４４
億円の減収を見込んでおります。 
●損害率、事業費率は、ともに前期より上昇を見込んでおります。
損害率につきましては、前期に積み立てた支払備金のペイド化が進
むことにより上昇するものです。 
●一方インカードベースで見ると、保険金は前期より２５０億円程
度減少する見通しとなっております。後ほどご説明しますが、ロス
の改善傾向も現れてきております。 
●事業費率は、品質向上にむけて業務プロセスのイノベーションの
ために積極的かつ集中的に経費の先行投入を進めているところでも
あり、社費の増加により１ポイント強の上昇を見込んでおります。 
●保険引受利益につきましては、インカードロスの低下はあります
ものの、社費の大幅な増加により、前年と同水準のマイナス３２３
億円を見込んでおります。引き続き、ロスの改善が重要な課題と考
えております。 
●資産運用について簡単にご説明いたします。 
一般利配収入は、国内株式の配当金の増加などにより前期を僅かに
上回る９５０億円程度と見ております。 
キャピタル損益はご覧のとおりですが、このうち、株式の売却益は
２３０億円規模を見込んでおります。 
●以上により、経常利益は前期比で２０億円強減少し７８０億円と
予想しております。 
当期利益は、特別損失で処理する不動産関係の費用が増加すること
もあり、５０５億円を見込んでおります。 

●１３ページでは、種目別の正味保険料、損害率などをお示しして

おります。 
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●自動車保険につきましては、新車販売の不振などもあり、マーケ

ットの低迷が続くと見ており、１.０％の減収を見込んでおります。 

一方、企業分野は、設備投資や物流の拡大を背景に堅調に推移する

と予想され、火災、海上、その他では増収を見込んでおります。 

●先ほど触れましたとおり、インカードロスは台風損害が少なかっ

たことによる自然災害ロスの減少を含め、２５０億円規模での減少

を見込んでおります。 

●次のページでは、社費の状況を記載しております。 

●総社費では２，９３１億円と前期より２００億円強の増加を見込

んでおります。 

●このうち業務プロセスのイノベーションのための投資や経営基盤

の強化に向けて投入するコストを総称して品質向上コストと呼んで

おりますが、今期は２４０億円程度の投入を織り込んでおります。 

●次に戦略面についてご説明いたします。本日は中期経営計画、損
害率、事業費、資産運用、資本政策の５項目に絞ってお話しいたし
ます。 
まずは１６ページからご覧ください。 
●中期経営計画につきましては、既に６月にご案内いたしましたが、
再度本計画の主要な目的についてご説明させていただきます。この
計画は、当社が提供するサービスや商品の品質を高め、これを競争
力にして成長を実現することを目的としています。このために現在
は、業務プロセスの再構築と、品質向上を実現するための基盤強化
に取り組んでいるところです。 
●なお、「業務プロセスの再構築」とは、商品の開発から販売、契約

４２ 
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の管理、保険金の支払いまでのあらゆる業務を一連のプロセスとし
て捉え、お客さまへより品質の高いサービスを提供するというもの
で、具体的には、印鑑や書類のいらない契約申込や、お客さまのご
意向を確認する手続きの導入、保険料お支払い方法を多様化する取
組み、事故対応についての業務フローを抜本的に見直し、５ヵ所の
サービスセンターを選定して実効性の検証を行う取組みなど、着実
に業務プロセスとインフラの向上に向けた取組みを進めております。 
●この業務プロセスの各イノベーションの実現を通じ、２０１０年
には、お客さまの期待を大きく上回る「感動品質」を常に実感して
いただける企業にして参りたいと考えております。 
●なお、この中期経営計画の一環として、既に公表いたしました様
に、持株会社体制への移行を決定いたしましたので、ここで改めて
その狙いをお伝えします。 
●１７ページをご覧ください。まず、持株会社の概要はご覧のとお
りであります。持株会社を核としたグループのコーポレートガバナ
ンス体制を確立し、グループ内の各事業をバランス良く成長させ、
お客さまに最大の価値を提供するというグループ事業戦略をさらに
強力に推進してまいります。 
●新設する持株会社は、グループ全体の戦略立案、経営資源配分、
グループ会社の管理・監督等、全体の統括に特化します。グループ
の顧客基盤や事業ノウハウを生かし、グループ全体最適の観点から、
グループ会社横断で取組みを展開してまいります。 
●また、持株会社体制への移行により、グループ会社がそれぞれの
事業領域において執行に専念できる体制を構築し、迅速な意思決定
による市場対応を実現します。そのため、各グループ会社の戦略上
の位置づけや責任を明確にした上で、現状よりさらに権限委譲を進
めます。 
●これらにより、市場に即した事業展開を行うと同時に、シナジー
を追求してグループの総合力を発揮してまいります。 
●持株会社体制への移行の方法ですが、まず第一段階として、当社
の単独株式移転により持株会社「三井住友海上グループホールディ
ングス株式会社」を設立します。第二段階として、当社の保有する
グループ会社３社、すなわち三井住友海上きらめき生命、三井住友
海上メットライフ生命、三井ダイレクト損害保険をこの持株会社の
傘下に置く予定です。 

●次の１８ページでは中期経営計画ニューチャレンジ１０の数値目
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標を再度掲げております。 

●現時点でのグループ事業計画の進捗は、先ほどの中間期の実績で

ご説明いたしましたとおり、国内損害保険事業は品質向上の取組み

を進めているさなかであり、また生命保険事業の伸びも少し鈍化し

ておりますが、２０１０年度の目標に向かって着実に計画を進めて

おります。 

●さて、次に目下の収支面での課題であります損害率および事業費

率についてご説明いたします。１９ページをご覧ください。 

●ご覧いただいている画面では、２０１０年までの全種目のアーン

ドインカード損害率適正化のイメージをお示ししております。 

●お客さまのご意向に沿った保険契約を、正しい保険料で締結する

ことを確実なものとする商品イノベーション・販売イノベーション

と、支払業務そのものを見直す損害サービス・イノベーションを成

功させることにより、支払業務のコストも削減でき、全種目アーン

ドインカード損害率を逓減させ、２０１０年度末には６３％台が展

望できると考えています。 

●自動車保険におきましても、損害率適正化に向けた様々な取組み

の効果から、ノート下段のとおり２００６年度をピークとし、 

２００７年度以降の自動車のアーンドインカード損害率は、改善に
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向かい、２００８年度に予定している商品改定に伴う保険料水準の

見直しにより、この傾向が確実なものになると見ております。 

●今年度上期から進め、既に効果が出てきている具体策を次のペー

ジで説明いたします。 

●まず、引受基準の運営を強化いたしました。各営業ごとに、地域

性・市場特性や損害率の状況などを反映した引受基準を設定し、き

め細かい引受を推進しています。 

●各営業組織は、設けた基準に従い、例えば事故の多いお客さまの

場合は、対物賠償保険に免責金額を設定するなど、個々のお客さま

の状況に応じた引受を行っております。 

●システム面では、引受基準に照らして、何らかの対処が必要な契

約を、代理店の見積り段階で認識でき、申込書作成時にアラームが

発せられるよう改定を行い、９月から稼動させています。 

●また、損害率が高めに推移している代理店およびフリート契約者

合計１，７６３社に対して、改善に向けた計画を立てたうえで、交

通事故防止の従業員教育、または社有車両の管理ルールの提案・指

導など、事故を減らすための地道で具体的な取組みを、営業部門と

損害サービス部門が一体となって集中的に実施しています。 

●この結果、前のページでご覧いただいたとおり損害率は既に低下
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してきており、下期はこれら施策をさらに進めております。 

●次に２１ページにまいりまして事業費でありますが、２０１０年

のコンバインドレシオ目標を９５％以下と置いていますので、事業

費率は３０％前後にしていく必要があります。 

●２００７年度通期は、品質向上にかかわる諸経費の先行投資を行

っていくため、事業費率は３１．９％程度と上昇し、２００８年度

も同様に若干上昇する予定です。 

●これらの先行投資は、２００９年度までの３ヵ年に集中して行う

こととしており、この年度で戦略投資は一巡するため、２０１０年

度には再び３０％台に下がるものと見ています。 

●次に資産運用について申し上げます。２６ページをご覧ください。 

●当社は２つのアプローチを通じて時価純資産の拡大を目指す運用

方針をとっております｡ 

●一点目は、『基本ポートフォリオ』の構築です。 

●『基本ポートフォリオ』とは、「運用資産から得られる利息・配当

金収入だけではなく、資金調達コストや株主資本コスト等も勘案し

たネットのリターンが中期的な環境のなかで最大となるような資産

構成」であります。 

●このポートフォリオを完成させることで、ＡＬＭの観点から適正

なリスク分散を図りつつ、マクロ環境の変動による影響を受けにく

い安定的な収益基盤を確保できる､効率の良いポートフォリオを形
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成することができます｡ 

●２０１０年度末の完成に向け､順次、現在のポートフォリオの組み

替えを進めてまいります｡ 

●二点目は、収益源の拡大と多様化を目的とした『アクティブ運用』

を｢基本ポートフォリオ｣構築に向けた資産配分の中で行っていくこ

とです。この運用により､インデックス運用を上回るリターン獲得を

目指していきます｡ 

●ご参考までに「金利上昇の影響」について申し上げますと、長短

金利が同時に１％上昇した場合、ストック面では資産サイドの時価

が約１，７００億円減少する一方、負債サイドの時価も 

約２，１００億円減少するため、ネットで約４００億円のプラス効

果が見込まれます。金利低下局面ではこれと逆の結果が生じます。

また、ドル・ユーロともに１円の円高となり、その状況が半年間継

続した場合、外貨資産からの利息配当収入は６億円減少すると見込

まれます。 

●次に､２００７年度の運用戦略についてご説明します｡２７ページ

上部の「２００７年度運用方針」をご覧ください｡ 

●現在、ここに記載しております５つの方針に基づき、活動を進め

ております。 

●まず、保有株式の継続的な削減について、当社は｢２０１０年度ま

でに株式５，０００億円の売却を実施する｣ 方針の下､売却を進め､ 

２００６年度末までに１，８００億円の売却を実施し､今年度も 

２９０億円の売却を予定しております｡ 

●ここ２～３年、株式の持合を強化する動きが生じたことなどによ

り、進捗にやや遅れもみられますが、個別売却のほか、株式の圧縮

７１ 
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を目的とした「流動化」といった選択肢の研究も進めており、これ

が実現すれば｢２０１０年までに株式５，０００億円の売却を実施す

る｣ との方針を全うすることが可能と考えております。 

●二点目として、ＡＬＭ運営の観点からは、負債サイドで年金傷害

保険の保険期間が長いことから、資産サイドの長期化や金利スワッ

プの活用による金利リスクの軽減を行っています。 

●三点目は、個人ローンの拡大です。優良ハウスメーカーや信販会

社との提携ローンを引き続き推進し、比較的利鞘の高い長期の資産

を積み上げます。 

●四点目は、運用収益の源泉多様化の観点からオルタナティブ投資

を拡大します。投資形態別残高の内訳はお手元資料にお示ししたと

おりですが、単にハイリターンなものを志向するのではなく､保有限

度額やロスカットルールなど､社内運営基準に基づいた厳格な運用

を行っています｡ 

●次に、現在大きな話題となっております米国サブプライムローン

に関連した与信について説明致します｡２８ページをご覧ください｡

ここにお示ししたとおり､当社のエクスポージャーが軽微かつ限定

的であることをご理解いただけると思います｡ 

●次に３４ページをご覧ください。 

●海外事業につきまして、利益面で上期の実績はほぼ計画どおりで

ありますが、通期では、英国で６月から７月にかけて２度にわたり

発生した記録的な洪水により、年初計画を下回ると予想しています。 
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●さて、資本政策ですが、３７ページをご覧ください。 

●ここでは、時価純資産の状況と資本の活用方法についてご説明し

ます。 

●画面左側の２本の柱は、当社の時価純資産とリスク総量の比較を

表した概念図です。 

●左側の柱が、当社独自の計量手法で計算した当社グループベース

の時価純資産で、2007 年 9 月末時点で約３兆５，０００億円ござい

ます。 

●右側の柱のうち、99.599.599.599.5％％％％の「ﾊﾞﾘｭｰ･ｱｯﾄ･ﾘｽｸ」で計算した統合リス

ク総量は約１兆８，０００億円。これにバブル崩壊後の最安値をつ

けた２００３年３月末の日経平均株価、戦後最大の被害を受けた 

２００４年度の台風損害という２つのストレスをかけて計算すると、

リスク総量は３兆１，０００億円程度になります。 

●このリスク総量に、事業継続のための資本バッファーを加えた額 

が「必要資本」であると認識しており、「時価純資産」が「必要資本」

を越える部分、すなわち２，０００億円程度については今後、成長

性の高い事業分野、あるいは収益性の高い資産運用に振り向けてい

きます。現在想定される投資先としては、海外の生保事業などが挙

げられます。 
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●次に、株主還元方針についてご説明致します。 

●当社は、「グループコア利益の４０％を目処に、配当と自社株取得

により株主還元を行い、併せて増配基調を維持する」ことを基本方

針としておりますが、その方針に変更はありません。 

●画面左側のグラフで、最近３ケ年の総還元額と総還元割合の実績

を示しておりますが、2003～2005 年度の総還元割合は「グループコ

ア利益」の「53%」、「90%」、「41%」と、40％を上回る水準で推移して

おります。 

●なお、増配基調を維持するとの基本方針に沿い、２００７年度年

間配当金を１円増配し、１株あたり１５円とする予定であります。 

●最後に、当社独自の指標である「グループコア利益ベースＲＯＥ」

について説明いたします。 

●「グループコア利益ベースＲＯＥ」は、「グループコア利益」を分

子に、「連結自己資本」を分母として算出しますが、分子のグループ

コア利益には株式のキャピタルゲイン等を含めない一方、分母の連

結自己資本には株式評価差額を織り込んで計算しております。 

●分子に株式のキャピタルゲインを含めていないのは、中期計画の

目標としては、当社グループ全体の経常的な収益力を示す指標が適

切であるとの考えによるものです。 
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●なお、株式の期待利回りを５．５％として分子に反映させると、

おおよそ３．２ポイントＲＯＥを引き上げると試算されます。従っ

て「ニューチャレンジ１０」のグループコア利益の目標値５％は、

これを加味すると８％を超える水準となり、当社の資本コスト 

５．１％を上回るものとなります。 

●また、当社は米国会計基準による決算数値も開示しておりますが、

包括利益をベースとしてＲＯＥ実績を試算すると、合併後の過去６

年を平均して、７．１％の水準となります。 

●私の方からは以上です。 

４１ページ以降は従来から開示させていただいている各種データを、

また４８ページ裏表紙には目標数値と進捗を、それぞれ掲載してお

りますのでご確認ください。 

以 上 

 

 


